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と題された昭和四十六年六月の中教審答申を援用していることである。   
「それは，『第三章，第二の高等教育改革の基本構想』の＜9，国・公立   
大学の設置形態＞に関する項で指摘されている。そこでは，国公立大学では，   
設置者が行政機関である国または地方公共団体であるため，管理権上に問題   
が生じやすい現行の大学の管理組織の抜本的な改善策の樹立を提案している。   
要するにゝ 先に上げた今後の大学設置，第三セクター方式も，中教審四六   
答申にも大学設置者として，行政機関である国または地方公共団体は不適当   
であることを示唆している点は共通した構想である。」（1）  
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第二章 改革のための具体的方策  
第二節 高等教育の多様化と改革  
8 大学の設置形態  
においてである。   
「将来に向かって，国・公立大学の設置形態そのものについても抜本的な   
検討を加え，あるべき大学の在り方，それにかかわる国の関与の仕組みを創   
造することが望まれる。囲および大学関係者がこの課題に積極的に取り組む   
ことを要請する。」   
大学の設置形態見直しに関して一は，第二次答申（昭和六十一年四月二十三  
日）のほうがもっと詳細な，踏み込んだ主張を展開している。すなわち，   
「ことに国・公立大学については（……）各大学の自主・自律体制の確立，   
教育・研究の特質に応じた柔軟・活発な運営が求められ，そのため現行の行   
財政的諸規制の大幅な緩和，弾力化が必要である。さらに将来に向かって   
（以下，前文と同文，数行略）   
現行の特殊法人の在り方は，それ自体としては『大学』に必ずしも適しな   
いといわなければならないが，国立大学の特殊法人化の提案は，大学の自   
主・自律性を確立する上で有効な示唆を与えるものである。’新たな特殊法人   
として大学にふさわしい形態を模索することは不可能ではなく，政府および   
大学関係者が，国民の付託に直接こたえ得るこの意味の新たな設置形態の創   
造のため，中長期的にさらに積極的な調査研究を進め，深めることを強く要   
請する。」（引用文の傍点強調はすべて引用者による。以下同様）  
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の項目を引用したが， 今度は任期制に関する項目を引用してみよう。すなわち  
第二章 改革のための具体的方策  
第二節 高等教育の多様化と改革  
7 大学の組織と運営  
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（2）教員と職員   
と題された項目である。   
ア 教員に広く人材を求め，社会人，外国人の任用を拡大し得るよう適格条  
件の弾力化の措置を進める。   
イ 人事の閉鎖性を排除し，その流動性を促すべく，教員の任期制を導入し   
得る道を開く。その際，処遇，研究条件等について検討する。   
り 研究者養成，後継者育成の在り方について積極的な施策を進め，助手の  
職務内容，処遇，職名等について検討する。   
以卜が任期制に直接関連する項臼であるが，直後に次の事項が掲げられてい  
ることも注目しなければならない。   
エ 大学自身が教員の教育研究上の業績評価に積極的に取り組み，また教員  
相互に自己努力を重ねることが望まれる。   
オ 教育・研究の活性化のため，事務組織の再編成，機能の改善，職員の体   










・1987（昭和62）年10月29日   
大学審，文部大臣より「大学等における教育研究の高度化 個性化および  
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活性化等のための具体的方策について」の諮問を受け，「平成5年度以降の高  
等教育の整備の在り方を内容とする新たな高等教育計画の策定」について調査  
審議を開始する。   
・1988（昭和63）年12月  
「大学院制度の弾力化について」の答申を発表。   
・1989（平成元）年10月  
高等教育計画部会を設置。  
・1991（平成3）年2月   
「大学教育の改善について」「学位制度の見直し及び大学院の評価につい   
て」「短期大学教育の改善について」「高等専門学校育の改善について」の答   
申を行う。  
・1991年5月17日   
「平成5年度以降の高等教育の計画的整備について」の答申を発表。   
話を本来の主題に戻して，この1991年5月答申から，任期制に関する項目を  
引用してみよう。   
「（教員人事については，優秀な人材を広く社会に求める観点から，社会   
人等を積極的に任用することが期待される。この場合，専任教員としての任   
用のほか，特に大学院においてほ，兼任教員としての活用も積極的に行うこ   
とが望まれる。また，）教員人事の流動性を高めるため，選択的任期制や契   
約任用制を導入することについて，その処遇や研究条件等の在り方を含め，   
検討する必要がある。」   
筆者が括弧でくくった箇所を除けば，任期制に関する記載はわずか数行であ  
ることがわかる。またこの文言を，先に引用した臨教審の文言   
「人事の閉鎖性を排除し，その流動性を促すべく，教員の任期制を導入し   
得る道を開く。その際，処遇，研究条件等について検討する。」  
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と比較しても，内容的に差異はない。むしろ「選択的任期制」∵とはっきり謳っ  







（D教員人事の活性化   
②教貞組織等の在り方   
③大学評価の在り方   
④大学と社会の連携・協力等の在り方   
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Ⅰ 教員の人事の活性化の必要性について  
Ⅱ 教員採用についての改善方策  
1 教員の流動性   
（1）多様な経歴・経験等への配慮（多様な発想や知見の交流，自由競  
争による教育研究の活性化。女性教員の採用）   
（2）社会人の採用   
2 公募制の活用  
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3 選考基準（教育能力のより積極的な評価）  
4 選考方法（全学的な選考，あるいは学外の専門家による評価などの   
活用）  
5 教員の資質の向上（教育の重要性の認識と，自己点検・評価等）  




視から教育重視へと移行させている点も注目される。   
次に「大学運営の円滑化について」の答申の目次を掲げておこう・（筆者のコ  
メントはあとでまとめて掲げる）。  
Ⅰ 検討の視点  
Ⅱ 大学をめぐる諸情勢の変化と大学運営   
1 大学をめぐる諸情勢の変化   
2 大学の特質を踏まえた大学運営の在り方  
Ⅲ 現在の大学における意思決定・実行のプロセスの課題   
（1）大学像，将来構想   
（2）教育研究計画   
（3）教育研究組織の改編   
（4）対外関係   
（5）教員人事   
（6）予算配分  
Ⅳ 大学運営の円滑化のための改善方策   
1 大学の円滑な意思決定と実行   
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（1）学長   




（i）学部長・研究科長の役割   
（ii）学部長・研究科長のリーダーシップ発揮のための諸条件  
（4）教授会   
① 運営の円滑化・決定手順の明確化  
（∋ 学部長との関係  
（5）事務組織  
2 開かれた運営  
（1）学外とのコミュニケーション  
（2）学生の意見の反映  








文がそれをよく示していよう。   
「以上のような特質を持つ大学の組織や運営の在り方について，現状では，   
閉鎖的・硬直的である，意思決定や責任の主体が明らかでない，伝統的な大  
93   
文化論集13号   94  
学の自治に閉じこもりがちである，変化への対応が遅い，などの批判が寄せ   
られている。（……）大学が社会から寄せられている期待に適切にこたえて   
いくためには，各大学において大学という組織の特質を踏まえつつ，一層積   
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1 大学における教育研究の活性化と教貞の流動性  
（1）大学における教育研究の活性化  
（2）教員の流動性を高める取組の現状   
① 採用の改善  
ア 学外の専門家の積極的登用  
イ 公募制の活用   
（む 弾力的な教育研究組織・体制の工夫  
ア 大講座化の進展  
イ 客員ポスト等の整備  
り 弾力的な組織の編成   
③ 期間を限って教育研究に携わる考の増加  
ア ポスト・ドクトラル・フェローシップの整備  
イ 期間を区切った教育研究の実施  
2 大学数貞の任期制  
（1）教員の流動性向上と任期制導入の意義   
（D 教員の流動性向上による教育研究の活性化  
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（D 多様な経験を通じた若手教員の育成  
（2）基本的方向 
① 選択的任期制   
② 法的整備等の考え方  
（3）任期制の具体的な在り方   
ア 任期制の対象数貞   
イ 任期制を導入する単位，導入の方法   
ウ 導入を決定する機関   
工 任期の期間   
オ 再任の取扱等  
（4）教員の業績評価の在り方  










1 任期制導入の意義  
（1）人事の流動化による教育研究の活性化   
①大学数貞の人事については，「大学によっては自校出身者の比率が高く，  
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3 任期制の具体的な在り方  
（1）任期制の運用   
① 任期制の対象数貞については，教授を含めすべての教員を対象としうる。  
なお，若手教育・研究者の育成の観点からも，助手への任期制の導入は  
きわめて重要である。   
② 任期満了者の再任については，各大学の判断によるが，他大学や研究機  
関，企業等との交流をできるだけ促す方向で制度を運用することが望まし  
い。   
③ 任期制の期間については各大学において定める。  
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（2）任期制の導入方法等   
① 任期制を導入する単位については各大学の判断に委ねる。また任期制の   
導入方法としては，特定の学部等の教員一般に対して任期を定める方法や，   
特定の講座・研究プロジェクトの担当教員を学外から招く方法などが考え  
られるが，これについても各大学の判断に委ねる。   
② 導入の決定は，国公立大学の場合は評議会の議に基づき学長が，私立大   
学の場合は学校法人と教員との労働協約に関わるものであることから，最  
終的には理事会が下す。  
（3）任期制における評価・審査システム   
① 再任するか否かの審査を行う機関については，さらに検討する。審査に   
当っては，学内の教員からなる委員会を設けるとともに，外部の専門家に  
よる評価を参考にすることが望ましい。   
② 再任するか否かの審査に当っては，各大学において審査基準を設け，研   
究業績とともに教育業績も評価の対象とすることが望ましい。  
（4）任期制の導入に伴う措置   
任期制を導入する大学における教育研究条件の整備について積極的に支援す  




・「朝日」   
大学数貞の任期制提言 再任に業績評価も 大学審の中間報告 「導入，大  
学が判断」   
解説欄 大学数貞の任期制提言 改革の流れに拍車 具体的道筋，まだ不透  
明  
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・「読売」   
大学教員に任期制 審議会部会が中間報告  
・「毎日」   
大学数貞に任期制 再任判断，業績見て 学生の授業評価も考慮 人事活性  
化図る 大学審部会提言   
解説欄 大学数貞の任期制導入 人事の閉鎖性破る反面「学問の自由」に問  
題   
・「日経」   
大学数貞に任期制を 教授含めすべての磯 村象 再任，各校で審査基準   













（6）任期制の狙いを考えると，高度技術を研究する機関を抱える経済界，研   
究成果を政策に移す官界も巻き込んで研究者の人事交流を図ることも不可  
欠。  
99   
文化論集13号   100  
このうち，（4×5×6）は任期制の導入を前提とした指摘であるから，「朝日」の  
論調は任期制に対して明瞭に批判的であるとは言えない。   
「任期制の狙いを考えるとき，高度技術を研究する機関を抱える経済界，研   
究成果を政策に移す官界を巻き込んで研究者の人事交流を図ることも不可欠   
だ。情報化，技術革新が進む社会の中では，大学に限定した交流は意義が薄   










・桜井 修・経済同友会幹事「画期的な提言。産業界は終身雇用性が崩れつ  
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貞を排除する口実になりかねないと懸念する声も聞かれる。  
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な賛成だった』と，自信を深めている」との指摘が善かれている。ただし山岸  





















（4）日本は終身雇用制を前提とした賃金体系となっており，大学数貞だけに   
任期制を導入すれば，教員の不利が大きすぎる。退職金，年金にも問題が  
ある。  
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・再任されない危険性について⇒「再任されないのはだめだからであり，仕   
方がないことなのだ。ちゃんとやっている人は任期制などこたえない。」  
・評価のシステムについて⇒「米国では，連携している他大学など，外部機   
関，外部の人がやっている。そういう『他己評価』でないといけない。自   
分たちでやってきたことを外に出し，評価してもらって，ここは改善すべ  
きだ，と言ってもらわないと，よくならない。」  
・大学の序列化，民間への流出の危険性について⇒「任期制を導入すると大   
学が序列化する，というが，序列は今だってある。民間の研究所に流れる   
ことはあるかもしれないが，それは仕方がない。熱心な人は条件のいいと  
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ころで仕事をしたいと思うものだ。」   
・年金等の問題について⇒「年金などは，経験を生かせるシステムにすべき  
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Ⅲ 関連諸団体の反応  
当然のことながら，大学関係団体もまたそれぞれの見解を表明した。その一  
覧を挙げてみよう。  
11月6日  日本私立大学団体連合会の「意見」  
20日  全国公立短期大学協会の「意見」  
20日  日本私立短期大学協会の「意見」  
22日  大学基準協会の「意見」  
24日  国立大学協会の「意見」  








あることを否定するものではないが（…… ）」  
・「任期制の導入が組織政変を円滑化する点については，その意義を全く否  
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「法令上すべての教貞を対象とすることには必ずしも反対ではないが   
（……）」   
以上の譲歩のあとで，注意点ないし要望として主張されているのは以下のこ  
とである。  
・任期を設けないことによって長期的な教育研究計画の策定が可能になる場   
合があること。  
・米国において任期なしの任用（tenure）が，マッカシーズム（ママ）が大学   
を脅かした時代にacademicfreedomを擁護するために広がったという歴   
史が教えるように，任期制の議論においてacademicfreedomを尊重する  
という視点が欠落しないようにすること。 
・再任を行わない任期制においては，その機関での教育の理念を顧慮せず，   
次の任用を念頭において業績の蓄積に励むような弊害が考えられること。  
・教育についての業績評価は，いまだにその方法が確立していない現状を考   
えると，任期制が教育の活性化にはプラスにならない危険性をはらんでい  
ること。  
・任期制の運用面では，教授については例外的な場合を除いては，任期なし   
が適当であること。  
次に，「審議の概要」に賛成を表明している箇所を引用してみよう。  
・基本的方向として   
「任期制の導入，および導入するとすればその具体的な内容を各大学の判   
断に委ねることに賛成である。」   
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「学問分野や履歴等によって事情が異なることなどを考慮して任期制を   
導入するとすれば，各大学で定めることに賛成である。」  
・審査基準について  










大学審への「理解」を示すことから始まっている。   
「任期制導入を原則的に否定している現状も過度の制度硬直化であって   
（この文意昧不明），大学審組織運営部会が任期制導入を審議するに至った   
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「若手の研究者を任期つきで任用することについては，実際上既に実施さ   
れている機関があることからも明らかなように，実態に応じて適切に導入さ   
れれば有意義な分野あるいは機関が存在する。その際，ポストの数の増加お   
よび処遇の措置が十分に実施されることにより，研究者への道が若者を惹き   
つける十分な魅力をもつようになることが何よりも重要であることを改めて   








表明されているのは，やはり「原則賛成」としか解釈できない姿勢である。   
「教員の任期制導入に伴うメリットは指摘のとおりである。しかしながら，   
教育研究活動の活性化を実現するためには，教員の任期制導入のみならず   
種々の方法が考えられる。多様な活性化方策を模索し，それを提示しながら，   
それらのうちの一方策として大学数貞の任期制を提案するのが効果的である   






性。   
108   















の危倶。   
㈹ 「法制上の措置」に関連する課題として，教員の給与や退職金等の処遇  
上の問題を考察する必要性。   
帥 「任期制の導入」と「教育研究条件の設備について積極的に支援する」  





任期制導入 国大協・私大団体違 反村せず」との見出しを掲げた上で，「関  
係団体で最も影響力をもつ国大協と私大団体連が反対しない見解をまとめたこ  
109   
文化論集13号  110   
とで，任期制は導入の方向で具体的に動き出すとみられる」と観測を述べてい  
る。   
日本私立短期大学協会の「意見」は短いので，その全文をかかげておく。   
「このたび，貴審議会から公表されました『組織運営部会における審議の   
概要一大学教員の任期制について－』につき，下記の通り，日本私立短   
期大学協会の意見をまとめましたので，十分に御考慮に入れていただければ   
幸いです。   
大学の教員に任期制（各大学の判断に任せる選択的任期制）を導入すると   
の提案に賛成いたします。  




以上」   









野田一夫はこう述べているのである。   
「任期制だけでは不十分で，無能な教授はいられなくなり，有能な教授が  
110   
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ひっぱりだこになる『競争原理の導入』とすべきだ。例えば教員を全部，非   
常勤とするような大学も認める徹底した発想の転換が必要だ。毎年契約はあ   
る意味で任期制の極敦。任期制というのなら，そこまで打ち出さねば意味が   
ない。」   
まるで大学の予備校化を歓迎するかのような発言であるが，そのとおり，野  
田は予備校をほとんど礼賛しているのである。  
「予備校は文部省から見れば教育棟関じゃないが実質は立派な教育をして   
いる。予備校で初めて国語や歴史の面白さが分かったという学生がいる。毎   
年の契約で講師にプロとしての自覚と情熱，技能があるからだ。そしてその   






授業が評価されなくなれば，ただちに解雇される。ほとんどの予備校に   
組合は存在しない。「いつまでも，今のまま働けるのか保証はない。人気   
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りに二十代の講師が目立つようになってきている。「同じくらいの実力な   
ら，若いほうが講師料も安く，生徒と年代が近い分，人気もあるので，若   
返りを図ろうというわけだ。要するに，合理化を図って，より効率的に生   
徒のニーズに応えようということだ。」  
・給与について  
経営が順調な予備校でも，18才人口の減少に対処するため，リストラや   
講師料の引き下げを行っている。経営の悪化した他の予備校から講師が引   
き抜かれる恐れがなくなったため，予備校は給与面で強気の策を打つこと   
ができる。   
・授業評価について  
予備校でほ毎時間職員が出席人数を数えにくるどころか，監視カメラで   
出席人数や授業の様子をモニターしている。出席率の低下はただちに給与   
の査定の対象になる。「それ（生徒の力がつくこと）以上にプレッシャー   
になっているのは，予備校で生徒を邪険にするとすぐに出席率が下がると   
いうことだ。」  
・学生アンケートについて  
報酬が上がるかどうか，リストラにあわないかどうかは，ほぼ生徒のア   
ンケート結果による。「とはいえ，生徒にアンケートをとるという方法に，   
我々講師が完全に納得しているかというと，そうではない。生徒に講師を   
判断できる力があるかどうか，実はかなりあやしいところがある。もちろ   
ん，あまりにやる気がなかったり，極端に実力がなかったりしたら，生徒   
はすぐに見抜く。（……）しかし，生徒は『見てくれ』『口のうまさ』『自   
慢話』に惑わされやすいのも事実なのだ。（……）アンケートを重視する   
と，必然的に，『地味で優れた授業』よりも，生徒たちを笑わせ，ダジャ   
レを連発し，脱線の多い講師のほうが，評価が高いことになる。」   
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てしまうと言うのである。   
「だが，予備校で扱うのは，難解で奥の深い，限りない学問のほんの戸口   
でしかないのだ。世の中には，答えの出ない難問が山ほどある。そうした問   
題を見つけてそれを探究するのが大学というところなのだ。ところが，それ   
がわからない。予備校での勉強が本当の学問だったという意識を持っている。   
そして，口を開けて餌を待つ赤ちゃん鳥のくように，学生たちは大学で教師が   
おもしろい考え方を敢えてくれるのを待っている。」  
113   












（3）とくに文系のように研究業績の優劣を明確にしにくい分野，教育効果の   
評価が困難な分野も多い。  
（4）任期制が労働法制上可能か，賃金体系を任期制に相応させることができ  
るのか。   
一方，全国公立短期大学協会の意見書は，構成員60大学の学長の賛否結果を  
掲載している点に特徴がある。   
賛成  22大学（うち，無条件賛成，2大学）   
反対  12大学   
慎重な検討を望む  6大学   
意見なし  18大学   
その他  2大学   
寄せられた多数の意見のうち，  
・短期大学の優秀な教員が四年制大学へ移動し，再任されなかった教員が短   
期大学に流入する傾向が強まるおそれがある。   
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・地方の短期大学の大学運営や教育を悪化させ，危機に陥る（ママ）可能性  

















について」の答申（95年9月18日付け）を，もう一度引用してみよう。   
「以上のような特質を持つ大学の組織や運営の在り方について，現状では，   
閉鎖的・硬直的である，意思決定や責任の主体が明らかでない，伝統的な大   
学の自治に閉じこもりがちである，変化への対応が遅い，などの批判が寄せ   
られている。（……）大学が社会から寄せられている期待に適切にこたえて   
いくためには，各大学において大学という組織の特質を踏まえつつ，一層積  
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（1）もともと自然資源が乏しいのに敗戦で朝鮮半島，台湾，中国大陸などに   
持っていた山切の権益のほかに，樺太，千島など領土の一部まで失ったこ  
と。   
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（2）労働者保護の措置がとられ，労働者の使用に多くの制限が課され，労働  
者の権利要求が強くなったこと。  




「不利な経営環境を蒐服し企業を成功に導くものは技術であり智略である。   
つまり人的能力，人材が企業を成功させ，日本経済を全体として発展させる   
基本的な要素として，一層重要性をましてきたのである。戦後わが国の経済   
は，ますます人の要素に依存する度合が強まったわけであり，財界としては   
それだけ教育に大きな期待をかけ，積極的に関与せざるを得ないことになっ   









「これが財界の要求を反映したものであることはいうまでもなかろう。   
『実際社会の要刺 は，この場合，すなわち産業界の要求であり，財界の   
要求と受けとめても誤りではない。」   
産業界・財界がこの時点からすでに，おのれの要求を「実際社会の要求」の  
名目で提出していたという認識は決定的なものである。言いかえれば，産業  
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の対象となってきた。   
「要するに，日本の大学史をふりかえって見ると，大学に何か問題がある   
と最後に出てくるのが教員身分の問題で，それを代表する話題が任期制や契   




げている。   
「っまり社会的反響という点では格段の違いをもって，今日の任期制が出   
てきたと思います。ですから，『またか』という思いと，『今度は相当大きい   
な』という両方の思いがいたしました。」  
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ではなぜ「今度は相当大きい」のだろうか。言葉をかえれば，なぜ今度こそ  
大学審は本気になって任期制を導入させようとしたのだろうか。   
すでに任期制導入も法制化されたあとの98年7月，大学審の中間報告提出を  
受けた朝日新聞7月11日付け解説欄には，次のようなコメントが読まれる。  
「大学審議会の中間報告には，『もう大学には任せておけない』という強   
い意思が表れている。  
臨時教育審議会の提言によって発足してから約十一年；大学審は運用面で   
の改善と意識改革を求める提言を続け，大学の自主的改革を促してきた。し   
かし，改革は思うように進まない。そこで，制度変更によるいや応なしの改   











（1）幕末から第一次世界大戦頃までの期間にわたり，西欧先進諸国の文物の   
一方的な受容に重点が置かれた「西欧化」の段階。  
（2）1910年代の後半から70年代の半ば頃までの期間にわたり，近代日本の社   
会システムが，一方において産業化の新たな段階に自らを適合させていく  
と同時に，自国の文化伝統とも習合した日本型のシステムの進化を成し遂  
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げた「日本化」段階。  
（3）70年代の半ば頃に始まる，情報産業化段階，産業化の21世紀システムと  
しての第三段階   
とくに第三段階については多くの補足が必要であろうが，公文の説くところ  
を大ざっばに掬い上げるとすれば，現代とは   
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うな，ほとんど悲観的な展望を語っている。   
「80年代から90年代にかけて，これまで多くの主導産業は内外両方の市場   
で成熟段階を迎えたが，それらの主導産業に代わってこれからの日本の経済  
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成長をささえると期待することができる新しい主導産業は見えていない。  
情報技術は多くの産業を急速に変化させつつあるが，それ自身がこれまで   
の主導産業に代わって大量の就業機会を創出する効果をもつことは期待され   













（3）護送船団方式に見られるような官主導の行政指導，大店法などの規制。   
以上のような「国民経済」の日本型形態を開発し実現することによって，日  
本経済は高度成長し，明治維新以来の国家目標である先進国型「国民経済」を  
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コストの急上昇と，それに伴う生産拠点の大規模な海外への移動，下請け  
関係の崩壊，産業空洞化。  
などの要因による，日本型システムの崩壊である。（8）   
以上二つの経済的枠組を宮崎に従って対比すると，次のように図式化するこ  
とができる。  
国民経済   トランスナショナル経済   
産  業  国内フルセット自給型  広域水平分業   
市  場  国内管理価格   価格破壊   
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はなく，知識を大量に詰め込ませることに最大のエネルギーを注いでいる。   
（……）現実がつきつける問題を発見することも，それにたいする適切な解   
答をみつけることも，容易なことではない。すぐには確定的な解答がえられ   
ないかもしれないし，解答はたったひとつでないかもしれない。現代の日本   
の学校数育はそういうことを子供たちに気づかせることを目標にしていない。   
問題発見能力と問題解決能力を高めることこそが課題であるのに，そうした   
能力をかえって低下させる教育がおこなわれているのである。（9）」   
あるいはまた公文の言。   
「かつては成功の原因として長所とみなされていたのが，今では成功の結   
果短所に転化したといわなければならない要因もあるだろう。たとえば日本   
の教育制度は，20世紀の産業社会，とりわけそれへの『追いつき』過程に適   
した，平均して均質かつ良質な労働力の養成には，きわめてすぐれていた。   
だが逆に，平均値から大きく離れた優秀な人材の発掘や育成には，不向きな   
制度であった（…… ）。このような制度や社会システムは，追いつきの時代   
には適合していても，前人未踏の新しい突破がさまざまな分野で必要とされ   
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ウン的な大学「改革」の絶好の機会でもあったわけである。  























「市場競争」等の語彙が頻発するのは驚くに足りない。   
問題の任期制に関しては，佐藤は「調査専門委貞会」の提言のなかから次の  
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文言を引用する。   
「流れなきところに淀みが生じるのは自然の理であり，自由な発想が固定   
的・画一的な社会から生まれることは望むべくもない。しかも固定的な環境   
が行き過ぎた安定志向に結びつき，自由で競争的な雰囲気が国際的にみても   
著しく少ないことは，独自性と創造性を最も尊ぶべき高等教育の場としてき   














じめに」において描写された現状認識を，再び引用しておく。   
「我が国は，グローバル化 ボーダレス化と国際的な経済競争の激化 史   
上例を見ない速度で進行している人口の高齢化等により，産業の空洞化，社   
会の括力の喪失，生活水準の低下等の危機的事態に直面することになるので   
はないかと強く懸念されている。また，我が国国民を含む人類の未来には，   
地球環境問題，食糧問題，エネルギー・資源問題等地球規模の諸問題が大き  
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顕在化している面がある」と指摘されている。   
このような現状に対応する施策として列挙されている主なものを再録してお  




・競争的な環境の下で提供される研究資金・重点的資金による研究開発活動の   
活性化  
・学長や所長等の裁量で重点配分できる研究資金の拡充，学長や所長等の指導   
力の発揮を可能とする械動的な組織運営。  
（2）「各セクター間，地域間及び国際間の連携・交流のシステムの構築」とし   
ては，  







127   
文化論集13号  128   












図になっているというのである。そしてさらに興味深い証言。   
「どうも大学審議会の委貞になられるとお考えが変わる方があるようで，   
名前を挙げて申しわけないんですけれども，組織運営部会の部会長は有馬先   
生（有馬朗人・元東大学長）ですが，大学審議会に入る以前は日本の研究者   
は貧乏な中で大変よくやっているというふうにおっしゃっていたんですけれ   
ども，大学審議会の答申を見ますと，日本の研究教育は停滞しているという   
ご発言になっているので，どうもそのへんのところは文部省のコントロール   
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混迷を深める現在にあって，明瞭な「国家の論理」など存在せず，その模索が  
始まったばかりなのである。にもかかわらず「国家の論理」があるかに見える  

















「大学の危機」は続くと言わなければならない。   
注（1）村井資長F早稲田の杜は生きているJp．141．  
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（6）正村公宏r日本経済j p．26．  
（7）宮崎義一Fポスト複合不況j pp．21．  
（8）同書p．32．  
（9）正村公宏r改革とは何かj p．68．   
㈹ 公文俊平，前掲論文p．108．   
山）「産業界は教員流劇化を望む」，月刊「論座」97年11月号所収  
（1勿 「大学間題を考える －F臨教審の時代jから大学設置基準の改訂ヘー」，早稲田大学商  
学部文化論集第12号所収   
咽 「大学審議会・財界の大学改革撞言 －F任期制j導入の背景－」，東京高等教育研究所   
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